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市長所信所信表明（平成２３年３月）

本日、平成２３年３月吉野川市議会定例会を招集いたしましたところ、議員各位には御出席を賜

りありがとうございます。

３月定例会に臨み、平成２３年度の市政運営と施策の大要を申し上げますとともに、提出議案の

御説明をさせていただき、議員各位をはじめ、市民の皆様方の御理解と御協力を賜りたいと存じま

す。

本市は、県内市町村合併の先進自治体として、平成１６年１０月に町村合併を成し遂げ、これま

で合併の効果を発揮すべく、合併財政支援を活用した義務教育施設の整備、公共施設の耐震化、給

食センターの整備や市役所庁舎の統合への取り組みを着実に推進するとともに、スケールメリット

を生かした効率的なまちづくりに努めてまいりました。これも、合併を成し遂げた自治体だからこ

そ実現できた大きな成果ではないかと思っております。

しかしながら、長引く景気低迷の影響で財政状況は極めて厳しくなりつつあります。一方では、

安全で安心なまちづくり、次世代を担う子どもたちの教育、少子高齢化への対応、持続可能な安定

した財政運営、行財政改革の推進など、早急に取り組む課題も抱えております。

また、先般発表されました２０１０年国勢調査の速報値によると、本市の人口が２００５年の調

査以来１，７４８人減少し、４万４，０３４人となったことが明らかとなりました。人口減少は残

念なことではありますが、少子化により人口の増加が期待されない中で、人口減少を前提としたま

ちづくりには、効率性向上だけでなくサービス最適化の視点から様々な分野での見直しが不可避の

事項であると考えております。

このような状況を踏まえながら、本市の継続的な発展を目指し、これまで取り組んできた施策を

さらに進化させるとともに、中・長期的視点に立って、合併市町村の先進団体として町村合併の効

果を高めるための施策を着実に具体化し実行してまいります

特に、市民生活の安心・安全の確保や、吉野川市の持続的発展に資する事業につきましては着実

に実施することを基本に、その上で、平成２３年度当初予算は、「子育て支援」など本市の将来を

見据えた政策課題や市政が直面する諸施策を推進することとし、幼保連携や学校再編への取り組み、

防災施設整備などの安全・安心なまちづくりへの取り組み、給食センターの整備、市役所庁舎の統

合化などに財源を重点配分いたします。

また、平成２３年度は幼保再編計画、学校再編計画、障害者計画、介護保険事業計画、都市計画

マスタープランといった各種の個別計画を策定することとしております。それぞれの計画の策定に

当たりましては、総合計画を中心とした計画体系相互の整合性を図りながら、これまでにも増して

庁内連携や横断的調整を図ってまいります。

それでは、最近の市政の動き、及び平成２３年度の重要施策等について申し上げます。

まず、「吉野川市総合計画」についてであります。
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将来を見据えたまちづくりの指針となる吉野川市総合計画は、「前期計画」が平成２２年度で期

限が満了となることから、近く平成２３年度から平成２７年度までの５年間を計画期間とする「後

期計画」を策定することとしております。

後期基本計画においても、前期基本計画の「改革の推進に向けた原則」の理念を踏襲するととも

に、平成２３年度は、「後期基本計画」の初年度として新たな視点でのまちづくりに取り組むスタ

ートの年となることから、時代の変化を的確に捕らえ、吉野川市に住んでよかった、住み続けたい

と感じていただけるまちを実現するため、主要な施策の計画的な推進に努めてまいりたいと存じま

す。

次に、「幼保連携への取り組み」についてであります。

国において、子ども・子育て新システムの幼保一体化をめぐり、保育所、幼稚園のあり方は従来

通り尊重し、補助金給付と「幼児教育」の位置付けのみを一体化するという方針が示されたところ

でございます。

本市においても、就学前教育や保育環境の向上の観点から、連携の取り組みを強化することとし、

新年度には幼稚園と保育所が連携した「吉野川市モデルというべき新たな運営方法」等について再

編計画を策定するなど、さらに具体的に検討を進めてまいります。

次に、「学校再編の取り組み」についてであります。

本市の小・中学校の児童・生徒数は、年々減少傾向にあり、一部の学校を除く多くの小・中学校

がいわゆる小規模校となっております。また、住民基本台帳を基に行った０歳から１１歳までの本

市の将来推計人口においても、平成２１年の４，０９４人から平成２９年には約７００人減少し３，

４００人余りとなるなど、小・中学校の小規模化の傾向は今後も続くことが予想されており、人間

関係、教育活動、学校運営など様々な面に影響を及ぼすことが懸念されるところであります。

このような状況に鑑み、教育活動を円滑かつ効果的に進め、将来を担う子どもたちの教育環境を

より望ましいものに整えるため、中・長期的な展望に立ち「吉野川市学校再編計画」の策定に着手

することとしております。

次に、「市役所庁舎の統合」についてであります。

最近の社会経済情勢の悪化等により、行政運営経費の一層の削減が求められており、合併時に採用し

た分庁方式の非効率性の解消が本市における重要な課題の一つとなっていることから、これまでの議会や

地域審議会等での御議論を踏まえ、支所機能の充実を図りながら、市役所機能を本庁舎に集約することと

しております。

庁舎統合に伴い新たに建設予定の増築棟は、「だれにもやさしい市民のための庁舎」、「防災のシンボ

ルとなる安心・安全の庁舎」、「地球環境にやさしい次世代型エコ庁舎」、「ライフサイクルコストに配慮した

経済的な庁舎」などとしたコンセプトのもと設計を行い、特に、増築棟には防災拠点としての機能を盛り込

むなど、災害時を想定した施設設計としております。
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庁舎の統合により、市民サービスの向上をはじめ、維持・管理コストの縮減と業務効率の向上な

ど、公共施設マネジメントの面においても分庁方式の刷新効果は、非常に大きいものと考えており、

平成２４年度中の庁舎統合を目指してまいります。

なお、増築棟建設用地の取得に当たりましては、地権者との協議が整ったことから、関係用地の取得議

案を御提出しておりますので、御承認賜りますようよろしくお願いを申し上げます。

以下、当面の市政運営に関して申し上げます。

１点目は、「次代を担う子どもたちの育成」についてであります。

まず、「学校給食センター」についてであります。

老朽化への対応と衛生管理等のさらなる向上を目的に整備を進めております学校給食センター

は、先般、基礎工事に着手したところであり、順調に工事が進められております。

学校給食センターは、食事を提供することはもとより、成長期にある児童・生徒の食生活に関す

る知識や能力を身につける教育の一環として機能するほか、食育センターとして重要な役割を担う

など、新施設には多様な教育効果が期待されております。

また、新給食センターの効率的な運営を図るため、調理及び配送業務につきましては、平成２３

年度からこれまでの直営に替えて民間委託することとし、平成２４年４月からの新給食センターの

円滑な稼働に万全を期してまいります。

次に、「病児・病後児保育事業」についてであります。

「子どもが病気になった、でもどうしても仕事を休むことができない。」そんなときに備えて、

本市では、本年６月から地域の病児・病後児保育サービスを開始することとしました。

保護者等が就労している場合において、子どもが病気あるいは病気回復期の際に自宅で保育が困

難なときに、一時的に保育及び看護を行う保育事業を、市内の医療施設の御協力を頂き実施するも

ので、今後とも、共働き家庭等において、安心して子育てができる保育環境の充実を図ってまいり

ます。

２点目は、「安全、安心なまちづくり」についてであります。

国内外を問わず自然災害の猛威を目の当たりにすることが多くなりました。防災対策につきまし

ては、市民の生命・財産の安全確保のため、引き続き、災害に強いまちづくりに努めてまいります。

そこで、まず、「徳島中央広域連合消防庁舎の整備」についてであります。

平成２４年４月からの業務開始に向け、去る１月１５日、建設場所において新消防庁舎の起工式

が行われ、建設工事が始まりました。新しい消防庁舎には、消防庁舎として県内では初めて基礎免

震構造を採用することとし、万が一、大規模地震が発生した際にも、消防資機材と消防隊員の安全

を確保することができ、迅速に災害救助活動に当たることが可能となるなど、時代にふさわしい施
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設になるものと考えております。

また、庁舎の整備に併せて新たに導入予定の高機能消防指令システムにより、緊急車両の現場到

着までの時間が短縮されるほか、効果的な部隊運用が可能となるなど、火災による被害の軽減や救

急現場での救命率の向上が期待されております。

次に、「消防団詰所、消防自動車格納庫の整備」についてであります。

近年、地域の安心・安全の確保に対する関心が高まりつつある中、消防団の地域密着性、要員動

員力、即時対応力などの特性が再認識されており、新年度から消防団施設の整備に取り組むことと

いたしました。

市内に３７カ所ある消防団詰所・格納庫は老朽化した施設も多く、災害発生時の安全確保が課題

となっております。このため、消防団員の活動環境の充実と地域における災害対応力の向上に向け

て、計画的に消防団詰所・格納庫の整備を進めることとし、平成２３年度には、鴨島方面第７分団

ほか５カ所の整備を行うこととしております。

次に、「防災関連情報通信システムの整備」についてであります。

本市におきましては、防災行政無線・オフトークシステムなどの情報通信網は合併前に整備され

た設備を使用していることから、災害関連情報の伝達ができない地域が存在するなど、情報通信環

境に地域格差が生じている状況にあり、災害関連情報を迅速かつ適切に発信できるシステムの構築

が急がれております。このため、平成２３年度は情報通信に関する現況調査や高度化する情報通信

技術を有効活用した、新たな情報通信システムの整備方針等について検討することとしております。

また、国においては、有事関連情報や緊急地震速報などを迅速に防災関係機関へ伝達する「全国

瞬時警報システム」、いわゆる「Ｊ－アラート」の整備を推進しており、本市においても先般、市

役所へのシステム設置が完了したところであり、緊急情報が関係機関だけにととどまらず、市民の

皆様の携帯メールにも配信できるよう、本市において平成２０年６月から導入しております災害情

報メール配信システムをさらに充実することといたしました。

有事の際には、有用な情報伝達手段の一つとなるものと考えており、市民の皆様方には、この機

能を有効に御利用いただきますようお願いをいたします。

次に、「公共施設の耐震化」についてであります。

本市では、平成２１年度から、児童生徒の安全を確保するとともに、災害発生時の応急的な避難

場所としての役割を担う義務教育施設等の耐震化を計画的に進めてまいりました。この結果、義務

教育施設については、概ね耐震化の見込みが立ったことから、平成２３年度におきましては、耐震

化優先度の高い保育所及び避難所指定の公共施設の耐震化に取り組むこととし、市民の皆様が安心

して暮らすことができるまちづくりに努めてまいります。

３点目は、「地域の活性化」についてであります。

まず、「県道・宮川内－牛島停車場線、板野－川島線の供用開始」についてであります。
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県道・宮川内－牛島停車場線は、吉野川を横断し本市と阿波市を結ぶ幹線道路で、古くから南北

の交通の重要な役割を担っております。また、板野－川島線は、国道１９２号のバイパス的な機能

を果たし鴨島町中心市街地における交通渋滞の解消を目的に整備されてまいりました。

このうち、宮川内－牛島停車場線につきましては、本市鴨島町牛島と阿波市吉野町西条間、板野

－川島線につきましては、本市鴨島町知恵島と川島町桒村間の工事が完了し、来る３月９日、供用

が開始されることとなりました。同区間の開通により利便性の向上と交通量の分散による渋滞緩和

が図られるものと考えており、実施主体の徳島県におかれましては、財政状況の厳しい折り、供用

開始に向け長年にわたり格別の御尽力いただきましたことに対しまして、市民を代表し心から感謝

を申し上げる次第でございます。

次に、「都市計画マスタープランの策定」についてであります。

本市では、計画的な都市づくりを推進するため、長期的な視点に立ち本市の将来像と、その実現

に向けての大きな道筋をあらかじめ示しておく「都市計画マスタープラン」の策定に着手すること

といたしました。

計画の策定に当たりましては、市民のニーズを十分に反映するため、地域別懇談会、公聴会、パ

ブリックコメント等を実施するとともに、策定の準備段階から積極的な情報公開を行い、安心・安

全・快適なより良いまちづくりの方針を示したいと考えております。

策定期間は、２カ年を予定しており、初年度となる平成２３年度には、策定委員会や検討委員会

等を立ち上げるとともに、現状分析・市民ニーズの把握、主要課題の整理、基礎データの収集等を

行うこととしております。

次に、「耕作放棄地対策」についてであります。

農地は、食を支える大切な資源であるばかりではなく、水源の涵養など環境保全も担う多面的機

能を保有しておりますが、近年、農家形態の変化等により耕作放棄地の面積が急激に増加し、本市

におきましても、約５２haの耕作放棄地が確認されるなど、その解消が大きな課題となっておりま

す。

このような状況の中で、ＪＡ麻植郡において、耕作放棄地対策の一環として、豆腐や味噌などの

加工品として地産地消にも寄与することが期待される大豆生産に取り組むこととなったことから、

市としては農地を守り安全で安心な農産物の生産を推進するため、農業用機械の導入について支援

することとしております。

次に、「巡回バス」についてであります。

巡回バスは、市役所の分庁方式を補完するシステムの一つとして、平成１７年１０月に運行を開

始しました。その後、停留所以外でも路線上の任意の位置でバスに乗降できるフリー乗降制や停留

所増設などの要望のほか、利用率の低迷から廃止を含めた検討の必要性などについて議会をはじめ

各方面から御意見を頂いてまいりました。
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現在、本市においては庁舎統合の取り組みを進めており、分庁方式の補完という巡回バス本来の

役割とともに、いわゆる交通弱者対策が以前にも増して重要となってくることに鑑み、利便性の向

上を高めることを目的に、安全確保と他の交通機関に配慮しつつ、運行経路の見直しと停留所の増

設を検討しているところであり、本年５月から試験的に運行したいと考えております。

次に、「美郷物産館の環境整備」についてであります。

昨年の暮れ、元副総理で、本市の名誉市民でもある（故）後藤田 正晴（ごとうだ・まさはる）

先生の顕彰碑が、本市美郷の国道１９３号沿いに整備された公園に完成いたしました。

この顕彰碑は、徳島が生んだ偉大な政治家である後藤田先生の偉業をたたえ、後世にその御功績

を語り継ぐ「軌跡公園」として整備されたもので、公園の完成に伴い、先般、顕彰碑建立委員会か

ら本市に対し、御寄贈いただいたところでございます。

今後は、美郷物産館のトイレの増設など利用者の利便性の向上に努めるとともに、軌跡公園を含

めた周辺一帯が、市内外から訪れる皆様の憩いの場として親しまれるものとなるよう、周辺の環境

整備を進めてまいります。

４点目は、「環境を大切にする美しいまちづくり」についてであります。

本市では、平成２１年１月策定した「ごみ減量化緊急行動計画」に基づき、これまで様々な取り

組みを通じて、積極的にごみの減量化に取り組んでまいりました。この結果、平成２１年度には前

年度比４７１ｔのごみが削減され、本年１月から市域全体で始めた古着の資源回収においても、１

カ月間に９.８ｔの衣類を収集することができるなど、順調にごみの減量化は進んでいるものと考

えております。

一方、昨年１０月から「廃プラ」対策として取り組んでおります「マイバック運動」では、毎月

１０日を「レジ袋ゼロの日」としマイバック持参、レジ袋削減運動を行っており、当初３.４％で

あったマイバグの持参率が１月末には１２.７％と着実に運動の効果が現れております。

また、環境負荷の軽減には、人づくりと仕組みづくりが重要といわれていることから、今後とも、

環境問題に関する意識醸成や人材育成など創意と工夫を凝らし、引き続きごみの減量化に取り組ん

で参ります。

５点目は、「健康で快適に暮らせるまちづくり」についてであります。

市民の健康への関心が高まりつつある中、本市においては生活・運動習慣などに起因する糖尿病

・心臓病・脳卒中などが増加しており、特に、糖尿病罹患率が突出し、次いでじん臓、心疾患の順

となるなど、健康づくりは健康で快適な生活を送るための大変重要な取り組みであります。このた

め、家庭や地域、行政、関係機関など、相互に連携・協働しながら意識啓発・健康教育の推進に努

めておりますが、生活習慣の改善は、本人や家族の自覚・意志によるものが大きく影響しているも

のと考えられていることから、現在行っている戸別訪問・面接等による健康指導をさらに強化し、

健康寿命の延伸を目指すこととしております。

さらに、最近、若年層にも生活習慣病罹患者が多いため、新たに「働く世代への大腸ガン検診推
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進事業」に取り組むこととし、受診しやすい環境を整えることで増加傾向の大腸ガンの早期発見に

努めるなど、市民の健康づくりを積極的に支援してまいります。

国民健康保険事業につきましても、被保険者をはじめ市民の皆様の負担をできるだけ抑えるべく、

生活習慣病対策のための特定検診の受診率向上に努めるとともに、保健指導の強化を推進し、健康

の保持増進に積極的に取り組んでまいります。また、国保財政の安定的かつ適正な運営を図るため、

重複受診の抑制、ジェネリック医療品の推奨等によるさらなる歳出削減に積極的に取り組み、公平

な保険料負担と適正な医療給付に努めてまいります。

６点目は、「簡素で効率的な行政基盤の確立」についてであります。

まず、「行財政改革」についてであります。

行政には、多様化する住民ニーズへの対応と、適切な行政サービスを切れ目なく安定的に提供す

る上で、行財政改革は、避けて通ることのできない大変重要な課題となっております。

本市では、町村合併以来、様々な手法によりこうした課題を解決するために努めてまいりました

が、国からの合併支援策が終了する数年後を見据え、今まで以上に事務事業の再検証と徹底した事

務改善を行うなど、さらなる行財政改革を進める必要があります。このため、各種公共料金の徴収

率や収納率の向上などの歳入確保や、総人件費の抑制に引き続き努めるとともに、「美郷ほたる館」

への指定管理者制度の導入や給食センター運営の民間委託など、民間活力も積極的に活用してまい

ります。

また、国や県が設置する研修施設や徳島県など外部機関へ積極的に職員を派遣し、実務能力の向

上を目指すとともに、新規採用職員を民間企業へ派遣し、お客様対応を研修するなど、人材の育成

と意識改革に努めてまいります。

次に、「市内の温泉施設のあり方」についてであります。

先般、温泉施設あり方検討委員会から、市内４カ所の温泉施設について「収益性や運営の面で、

民間の優れた能力を導入すべきである」、「時代の流れとともに、公的機関が収益事業を行うことに

ついては限界があるのではないか」との御提言を頂き、これまで温泉施設の経営形態について検討

を重ねてまいりました。

市民の健康と福祉の向上を目的に設置され、地元の方々にとりましては親しみのある温泉施設で

はございますが、あり方検討委員会の御提言等を踏まえ、直営施設、特に、耐震化の問題や施設の

老朽化が目立つ「上桜温泉」につきましては、平成２３年度中にも廃止に向けた手続きに着手する

こととし、鴨島温泉「鴨の湯」についても民間へ移行するための準備を進めることといたしました。

また、指定管理制度により運営されている「ふいご温泉」と「ヘルスランド美郷」につきまして

も、指定管理期間が切れる平成２５年３月までに、民間移管に向けた準備を行うこととしておりま

す。

次に、「上下水道料金の一体徴収」についてであります。
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現在、本市では、上水道使用料及び下水道使用料を別々に徴収しております。このため上下水道

利用者の利便性向上と経営の効率化を図るため、水道課において下水道使用料も一括して徴収する

こととし、これまで関係条例の整備や電算システムの改修に努めてまいりました。引き続き試験運

用を行いながら本年４月からの円滑な運用開始に備えてまいります。

今後は、一層の経営の効率化を図るため、徴収事務等を民間委託することを念頭に検討を重ねて

まいります。

以上、市政に対する所信の一端を申し上げました。

現下の極めて厳しい社会経済状況や、地球温暖化、少子高齢化などの大きな潮流の中で、私たち

を取り巻く環境や社会の価値観は、今まさに大きな変革期を迎えております。基礎自治体である市

の役割は、だれもが安心して安全に暮らすことができる社会を築くことにあると認識し、吉野川市

が一層輝き、活力のある都市となり、市民が安心し、快適な暮らしが確保できるよう、私自らが先

頭に立ち、全力で取り組んでまいります。

議員各位をはじめ、市民の皆様の御理解、御協力を心よりお願い申し上げます。

次に、今定例会に提出いたしております案件につきまして、概要を御説明申し上げます。

今議会に提出しております案件は、条例の一部改正及び制定に関する案件が８件、「平成２２年

度吉野川市一般会計」などの補正予算に関する案件が７件、「平成２３年度吉野川市一般会計」な

どの当初予算に関する案件が１０件、「指定管理者の指定」に関する案件が２件、財産の取得に関

する案件が１件、その他の案件が５件の、計３３件でございます。

まず、「平成２３年度 吉野川市一般会計当初予算」について申し上げます。

我が国は、円高・デフレにより景気はいまだ足踏み状態にあり、政府は「新成長戦略実現に向け

た３段構えの経済対策」及び「円高・デフレ対応のための緊急経済対策」を講じたものの、景気が

回復軌道に乗るかどうかは予断を許さない状況にあり、地方財政を取り巻く環境は、非常に厳しい

ものとなることが見込まれており、限りある財源の中で、従来にも増して一層の効率化を図りつつ、

真に必要な市民サービスを適切に提供していくことを前提に、予算編成を行ってまいりました。

その結果、平成２３年度一般会計当初予算の規模は、対前年度当初予算比で１５．０％増の２０

８億６，６８０万円としております。

歳入面では、国、県の情勢に加えて景気の低迷などを考慮し、市税は前年度比０．３％増（地方

財政見通し２．８％増）の３９億８，４０４万７千円を計上、市税とともに本市の主要な一般財源

であります地方交付税につきましては、地方財政対策等を踏まえ前年度比７．４％増の６５億円を

計上しております。

また、普通建設事業には可能な限り合併特例債を活用することとし、庁舎増築棟の建設や給食セ

ンターの整備などに伴い、市債は前年度比８９．８％増の４０億７，４６０万円を計上したほか、

財源不足に対応するため、財政調整基金から５億円、減債基金から６億円繰り入れることとしてお

ります。
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歳出面では、職員数の削減等により人件費が前年度比４．１％の減となる一方で、国の制度改正

等による子ども手当や生活保護関係経費などの扶助費の増加により、義務的経費の総額は前年度比

４．５％増の９７億７，９１９万２，０００円としております。

物件費では、給食センターの備品購入費、Hibワクチン等の接種手数料、緊急雇用関係経費の増

加により、前年度比１４．０％増の２３億６，０３９万４，０００円、繰出金は、国民健康保険特

別会計などの安定的な運営のため、前年度比１６．１％増の２８億５，６６０万７，０００円、補

助費等では、徳島中央広域連合消防本部・東消防署庁舎建設事業に伴い、前年度比１１．２％増の

２４億７，２５２万３，０００円を計上しております。

また、市民生活に密着した道路などの社会基盤の整備は着実に実施することを基本としたほか、

先ほど申し上げました庁舎増築棟の建設、給食センターの整備、消防団詰所の整備等によりまして、

投資的経費の総額は前年度比９９．７％増の２７億３，４５８万４，０００円としております。

平成２３年度の各特別会計の歳入歳出合計額につきましては１１６億４，２１３万円、水道事業

会計につきましては８億６，０３８万９，０００千円としております。

平成２２年度の各会計補正予算につきましては、それぞれ国・県の補助決定等に伴う精算措置及

び事業量の確定等に伴う措置を行うため、一般会計におきましては既定の歳入歳出予算に７億３，

３５４万３，０００円を追加し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ１９７億５，０３５万８，０００

円とするものでございます。

次に、予算以外の提出案件の主なものについて御説明申し上げます。

議第２号は、職員の病気休暇による給与の減額措置について所要の改正を行うため、「吉野川市

職員の給与に関する条例」の一部を改正するものでございます。

議第３号は、本市過疎地域への企業立地が円滑に進められるよう、「吉野川市過疎地域における

固定資産税の課税免除に関する条例」を新たに制定するものでございます。

議第４号は、企業立地が円滑に進められるよう企業誘致環境を整えるべく、「吉野川市企業立地

の促進等による産業集積の形成及び活性化のための固定資産税の課税免除に関する条例」を新たに

制定するものでござます。

議第７号は、「吉野川市過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例」及び「吉野川市

企業立地の促進等による産業集積の形成及び活性化のための固定資産税の課税免除に関する条例」

を制定することに伴い、所要の整備を行うとともに、奨励措置の条件である操業開始の期間を用地

取得の日から３年以内に延長するため、「吉野川市企業立地促進条例」の一部を改正するものでご

ざいます。

議第９号は、本市の名誉市民である故後藤田 正晴（ごとうだ・まさはる）元副総理の顕彰碑及

びその敷地の寄贈を受けたことに伴い、「吉野川市公園条例」の一部を改正するものでございます。

議第２９号は、市役所庁舎の統合に必要な土地を購入したいため、「地方自治法」及び「議会の
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議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例」の規定により、議会の議決を求めるも

のでございます。

議第３１号は、吉野川市国土利用計画を定めることについて、「国土利用計画法」の規定により

議会の議決を求めるものでございます。

議第３２号及び議第３３号は、市道路線の廃止及び認定を行うため、「道路法」の規定により議

決を求めるものでございます。

諮（し）第１号は、本市人権擁護委員の岡田 年弘（おかだ・としひろ）氏の任期が平成２３年

６月３０日をもって満了となることから、同氏を再度推薦したいため、「人権擁護委員法」の規定

により議会の意見を求めるものでございます。

以上、概略を御説明申し上げましたが、個々の詳細につきましては、議事の進行に伴い、逐次御

説明を申し上げてまいりたいと思いますので、十分御審議の上、原案どおり御賛同くださいますよ

うよろしくお願い申し上げます。


